2011人事院勧告に関わる声明
１．人事院は9月30日、月例給を平均899円・0.23％引き下げ、一時金については昨年と同様の3.95月に据え置くとの勧告を行った。この中で、月例給の引下げに関して2006年の給与構造改革における現給保障の取扱いについて、2012年度から経過措置額の2分の1を減額し、2013年4月1日に廃止するとしている。また、勧告と同時に段階的定年延長に向けた「意見の申出」を行った。
２．公務員連絡会は、今年の人事院勧告については、５月の労使交渉により国家公務員給与の取扱いについてすでに合意しており、「臨時特例法案」が国会に提出されていることから、給与勧告を行わないよう求めてきた。それにもかかわらず人事院が勧告を強行したことは遺憾である。
　　また、一時金は、厚生労働省や連合の民間妥結状況集計等において概ねプラス結果が出ているにも係らず据え置きとしたことは、政治的な勧告と見なさざるを得ない。さらに、公務員連絡会が交渉を続ける中で、現給保障の廃止に係る2012年の削減額の上限を1万円とするとさせたものの、廃止そのものに対する強い反対にもかかわらず勧告したことに強く抗議する。
３．今後は、政府に対して５月時点の労使合意を遵守し、人事院勧告に基づく国公給与改定を実施しないよう求めていく。
　　また、国会に提出されている「臨時特例法案」に遅れることなく公務員制度改革関連四法案の成立を求めていくとともに、地方公務員の制度設計についても、残された課題の前進、早期の法案策定、国家公務員との同時実施に全力をあげる。
４．公共サービス提供のための地方財政を確保するとともに、国公給与引下げの地方財政に対する影響を阻止するために中央・地方で連携して取り組みを進めていく。特に地方交付税、義務教育費国庫負担金を減額しないという交渉合意と閣議決定の確実な履行を求めていく。
５．段階的定年延長について、今後、総務省による法案作成にステージが移るが、この過程においても公務員連絡会との十分な交渉・協議を求める。
地方公務員の段階的定年延長にむけては、国に遅れることなく実施することに加えて、地方の実情を踏まえた制度となるよう総務省に求めていく。また、それぞれの人事委員会、自治体に対しても段階的定年延長にむけた協議・交渉をスタートさせなければならない。
６．2011自治体確定闘争においては、月例給与の水準維持と一時金支給月数の確保を基本に、2006年の給与構造改革における現給保障の廃止反対と段階的定年延長のための制度見直しの実現にむけて、総務省、人事委員会、自治体交渉を強化する。さらに、2013年からの新しい労使関係制度の開始を念頭に、要求－交渉－妥結－協定・協約化の交渉プロセス、年間賃金闘争サイクルの確立に向け、自治労は全力をあげる。
　　　2011年9月30日　　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
